
　滋賀県南東部に位置し、東に鈴鹿

山脈、西に琵琶湖を擁す東近江市。

人口約11万人が山、川、里、湖と

ともに暮らすこの街を1,000分の1

サイズの日本として捉え、地域循環

共生圏を地方から実現させる取組が

始まっている。

地域資源のベースに	
自然資本を位置づける

　東近江市市民環境部は第二次環境

基本計画（2017年度〜 2025年度）

を策定するにあたり、地域が持つ資

源を改めて見直した。これまで並列

に取り扱っていた地域資源も、実は

自然環境や人間関係の豊かさが社会

経済の前提になっているのではない

かという気づきから、その可視化を

試みた。まずあらゆる基盤として

「自然資本」を位置づけ、その上に

「人的資本」「人工資本」「社会関係

資本」が育まれ、それによって「文

化資本」が生まれるという考え方を

導入することにした。その考え方に

より、環境、経済、社会を分けて考

える形から、健全な環境を維持し続

けることが健全な社会や経済を維持

することに繋がることを、計画の柱

として整理した。

お金で人と人、	
人と地域資源とをつなぐ

　計画策定に並行して、東近江市で

は、地域の中で資金を循環させるた

めの「お財布」作りに着手をした。

2015年よりコミュニティファンド

検討会とそこから発展した設立準備

会を経て、その2年後に一般財団法

人東近江三方よし基金（現在は公益

財団法人。以下、三方よし基金）を

設立した。設立過程に三方よし基金

の特徴が現れている。財団設立のた

めに必要な資本金300万円を寄付

で集めることになったが、少人数が

多額の出資をして設立するのではな

く、少額でも大人数が三方よし基金

に関わることが重要であるという考

えに基づき、出資額は他のコミュニ

ティ財団と比較して低額の一口3千

円に設定された。その分、必要な出

資者の数は増えるため、案内パンフ

レットを託せる協力者50人を募り、

これまで地域活動に馴染みや関心が

なかったような人たちも巻き込んだ。

努力の甲斐あって、半年間で772

名の出資を応援コメント付きで集め

られ、“みんなの基金”としてのス

タートを切った。

　三方よし基金の取組は前述した環

境基本計画の基本方針の3つ目にあ

たる「地域資源をつなぐ仕組みづく

り」の資金調達を担う。一例として、

従来市が支出していた公益活動に対

する補助金を、三方よし基金を活用

した民間調達に変える取組がある。

（東近江市版ソーシャルインパクト

ボンド＊）金銭的な補助に加え、公

益活動に対して出資した市民がアイ

ディアや人脈を提供するといった、

いわば応援団に変化する動きが見ら

れてきた。元来、東近江市には行政

に頼らず民間の力で地域の課題解決

を行う、近江商人を生み出した惣村

自治の風土があった。資金循環を軸

とした、古くて新しい自治の形がこ

こにある。 [聞き手：つな環編集部]

地域資源を活かすお金の流れ／
公益財団法人東近江三方よし基金
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第二次環境基本計画における地域資源と基本方針（提供：東近江市）

ソーシャルインパクトボンド…社会的インパクト投資
の仕組みの一つで、行政や民間事業者及び資金提
供者などが連携して、社会問題の解決を目指す成果
志向の取組。
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地域の活動から学ぶ

　安心して心豊かに暮らせる地域は、

どのようにつくられるのだろうか。

1951年に設立された日本生活協同

組合（以下、日本生協連）は、組合

員2,800万人の日本最大の消費者

組織である。組合員は安心で安全な

暮らしの実現のために「普段の暮ら

し」に関わる様々な事業を運営して

いる。ここに、豊かな地域づくりの

ヒントを探る。

食から始まる	
豊かな地域づくりへの挑戦

　日本生協連が取組む事業の1つに

「産直」という取組がある。産直と

は生産者と消費者が直接商品を売買

する流通形式だが、生協は、物だけ

でなく「都市と農村の暮らしをつな

ぐ仕組み」と捉え、取組を発展させ

ている。生産者と組合員が集う全国

産直研究交流会の2018年のテーマ

は「持続する地域・農業・産直」だ

った。「実際、農村が抱えている不

安は“地域がなくなるかもしれない”

ということ」と、日本生協連 産直

グループの菅野氏は言う。その不安

に、日本生協連が向き合わずして

「生協産直」はあり得なかったので

ある。生協産直が地域に長く寄り添

う1つの事例を紹介する。鳥海山に

降り積もった雪が豊富な沢水となり

水田を潤す山形県遊佐町は、農業を

基軸に栄えてきたが、近年は少子高

齢化や農業の担い手不足など問題を

抱えていた。2013年、遊佐町で生

活クラブとJA庄内みどり、遊佐町

が「地域農業と日本の食料を守り、

持続可能な社会と地域を発展させる

共同宣言」を締結した。農業や食と

いうテーマを越えた、「持続可能な

地域づくり」への3者共同の挑戦で

あった。

都市と農村の暮らしを結ぶ	
生協産直

　遊佐町との3者連携の始まりは

1971年、まだ食糧管理制度の時代

であった。米の不透明な流通に不満

を抱く消費者と生活クラブが出会い、

米の直接提携がスタートした。それ

から40年間、遊佐町を取り巻く様々

な社会問題に3者は共に解決への道

を探ってきた。不断のパートナーシ

ップによる信頼関係の先に生まれた

共同宣言だった。共同宣言の後、3

つの部会（まちづくり、環境、農業

振興）を設けた。まちづくり部会企

画の移住者向け体験ツアーは、遊佐

町の環境や公的サービスをアピール

するものではなく、遊佐町に暮らす

人との交流であり、遊佐町の農業を

知ることにある。遊佐町の移住者は、

2012年 の1組2人 か ら2016年 に

は22組60人となった。その全てが、

町内農家ネットワークの中で農業に

従事している。生協との提携関係を

通じて都市の人は農村の農作物とつ

ながり、体験ツアーで産地を訪れ、

農村の人や暮らしとつながる。そし

て、関わり合いの中でその地域を好

きになる。まるで、人と人、暮らし

と暮らしの「縁結び」のよう。「産

直というのは、都市だけがよくても、

農村だけがよくてもダメ、両方が幸

せでないと」と、菅野氏は話す。生

協産直がめざす豊かな地域づくりは、

都市・農村の各地域がその特性を生

かし、自然・社会・経済の健全な相

互関係を補完しあうその先にある。

行政区を越えた豊かな地域の実現は、

全国に組合員をもち、地域に深くあ

りながら全国的な視野をもつ日本生

協連らしい取組ではないだろうか。

今年、日本生協連の環境推進部は地

域コミュニティ担当と一体化し、サ

ステナビリティ推進部となった。暮

らしに寄り添う不断の取組は、これ

まで以上に豊かな地域づくりへのリ

ーダーシップを発揮していく。
[聞き手：つな環編集部]

都市と農村の縁結び／
日本生活協同組合連合会 生活クラブ生協
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2013 年、遊佐町で生活クラブと JA 庄内みど
り、遊佐町が「地域農業と日本の食料を守り、
持続可能な社会と地域を発展させる共同宣
言」を締結

生産者から米の説明を聞く
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